
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

1級

2級

3級

1級

2級

3級
一 般 使 用

（ 60 日 以 下 ）

専 用 使 用

1級

2級

3級

4級

22円68銭/㎡日

28円60銭/㎡日

荷役機械を含むコンテナターミナルを港湾法に基づき、港湾運営会社（名古屋四日市国際

港湾株式会社）に貸し付けています。
民 間 活 用 の 状 況

  他の使用料区分及び詳細については「名古屋港管理組合港湾施設条例」をご参照ください。

法の財務規定等を適用し、現在は、上屋、貯木場、荷役機械及び埠頭用地を提供する事業を行っています。

   現在は、上屋27棟、貯木場8か所、荷役機械5基、埠頭用地2,401,897㎡を提供しています。

（１）事　業　形　態

法適(全部適用・一部適用)
法適（一部適用） 事 業 開 始 年 月 日 昭和39年4月1日

非 適 の 区 分

（２）使　用　料　体　系

職 員 数 59 人
港 湾 区 分

（ 重 要 港 湾 等 ）
国際拠点港湾

事 業 名 ： 港湾整備事業

策 定 日 ：

27円30銭/㎡日

330円/㎡月 324円/㎡月 315円/㎡月

計 画 期 間 ： ～

本会計は、名古屋港の港勢の発展を図り、公共の福祉の増進に寄与するために昭和39年度から地方公営企業

団 体 名 ： 名古屋港管理組合

主な使用料区分 (R1年改正) (H26年改正) (a/b)% (H9年改正) (b/c)%

施 設 区 分 現行（a） 前回(b) 改定率 前々回(c) 改定率

上
屋 506円/㎡月

429円/㎡月 421円20銭/㎡月

34円10銭/㎡日 33円48銭/㎡日 32円55銭/㎡日

409円50銭/㎡月

23円10銭/㎡日

 9円11銭/㎡日  8円95銭/㎡日  8円71銭/㎡日

143円34銭/㎡月 139円36銭/㎡月

101.85%

101.85%

101.85%

101.85%

101.85%

101.85%

101.85%

101.85%

22円5銭/㎡日

496円80銭/㎡月 483円/㎡月

28円8銭/㎡日

 8円1銭/㎡日  7円87銭/㎡日  7円66銭/㎡日

貯
木
場

水   面
貯木場

1円70銭/㎥日 1円67銭/㎥日 1円63銭/㎥日

22円99銭/㎡月

陸上貯木場 93円63銭/㎡月 91円93銭/㎡月 89円38銭/㎡月

製材品置場 145円99銭/㎡月

101.82%

10円21銭/㎡日 10円3銭/㎡日 9円76銭/㎡日
埠
頭
用
地

荷   さ
ばき地

11円31銭/㎡日 11円11銭/㎡日

23円64銭/㎡月

名古屋港管理組合施設運営事業中長期経営計画

一般
使用

専用
使用

101.80%

101.79%

101.79%

101.78%

102.86%

102.86%

102.86%

102.86%

102.86%

102.86%

102.45%

102.83%

102.85%

102.86%

102.78%

102.77%

102.76%

102.74%

10円81銭/㎡日

101.80%

24円7銭/㎡月
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２．将来の事業環境

356,955,010円

377,024ﾄﾝ 384,120ﾄﾝ 357,905ﾄﾝ

埠頭用地 2,191,232ﾄﾝ 2,299,401ﾄﾝ 2,079,603ﾄﾝ

（３）現在の経営状況

平 成 29 年 度 平 成 30 年 度 令 和 元 年 度

年   間
取   扱
貨物量

上屋 1,135,236ﾄﾝ 1,274,947ﾄﾝ 1,188,902ﾄﾝ

貯木場

荷役機械 8,295,857ﾄﾝ 8,987,223ﾄﾝ 8,189,693ﾄﾝ

経 常 収 支 比 率 150.26％ 149.61％ 150.95％

経 費 回 収 率 145.98％ 144.63％ 145.67％

319,679,999円 293,510,543円 258,702,391円

埠頭用地 2,491,697,645円 2,525,652,173円 2,385,589,137円

年   間
使用料
収入額

（税込み）

上屋 915,227,977円 874,785,228円 838,305,003円

荷役機械

貯木場 364,027,328円 359,944,261円

企業債残高対料金収入比率 51.87％ 94.23％ 108.61％

  本会計は、経常収支比率と経費回収率が、ともに100％を超えており、健全な経営状況にあります。

他 会 計 補 助 金 比 率 ― ― ―

有形固定資産減価償却率 67.24％ 68.56％ 69.51％

率化に努めながら、有効な施設整備及び適切な管理運営を行う必要があります。

（１）取扱貨物量等の見通し

   下表は過去3年の取扱貨物量の推移を表したものです。

   各施設とも安定した取扱貨物量実績を保っています。

今後の取扱貨物量の見通しについては、新型コロナウイルス感染症の影響が懸念されるものの、安定的に推移

するものと予測しています。

一方、施設の老朽化については、有形固定資産減価償却率が約70％となり、法定耐用年数を超えて使用する

資産が多くなっています。

また、金城ふ頭や飛島ふ頭で着手した埠頭用地事業に係る企業債の借入れが始まったことにより、企業債残高

対料金収入比率が増加しています。

今後については、施設の使用状況を勘案し、使用頻度の低い施設の利用転換を図るなど、より一層の経営の効
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す。

合わせ、施設の廃止及び撤去を行います。

埠頭用地事業は、港湾計画に基づき、平成30年度から飛島ふ頭南用地造成事業、令和元年度から金城ふ頭用

地造成事業に着手しており、港湾物流用地の拡充を推進しています。

このほかにも、法定耐用年数を超えた施設への対応が課題となっており、インフラ長寿命化計画に基づく老朽化

（２）収益の見通し

   下表は、計画期間の営業収益の推移を表したものです。

今後の収益の見通しについては、新型コロナウイルス感染症の影響が懸念されるものの、利用転換や新たに

整備する施設からの収益も見込まれ、安定的に推移するものと予測しています。

（３）施設の見通し

上屋事業は、建築物の地震対策スケジュールに基づく耐震改修工事や、インフラ長寿命化計画に基づく外壁や

屋根等の老朽化対策工事に取り組みます。

荷役機械事業は、現在5基の荷役機械を港湾運営会社に貸し付けていますが、同社の進める荷役機械の更新に

本組合は、平成30年度から行財政改革計画2013継続強化プログラムに取り組み、今後も継続して組織・定員

の適正な管理や人材の確保・育成・活用の推進、業務の集約化・効率化に努め、組織力の向上を図っていきま

対策に取り組むとともに、施設の利用転換を図るなど、継続的に適切な施設提供を行います。

（４）組織の見通し

本会計の職員数は、平成20年度のひき船事業の民営化や、平成27年度のコンテナターミナルの港湾運営会社

への貸付けなどの取組みにより、減少傾向となりましたが、平成29年度に埠頭用地事業が一般会計より移行され

たことにより、増加しています。

港湾行政を担う本組合の各会計は、各々が密接な組織を形成し一体的な港湾運営を行っており、令和3年1月

1日現在の本組合職員数は619人で、このうち上屋、貯木場、荷役機械及び埠頭用地の各事業に係る本会計の

職員数は59人となっています。

営業収益 （税抜き　単位：千円）

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

上屋 756,607 756,735 756,735 756,735 756,735 756,735 756,735 756,735 756,735 756,735

貯木場 329,164 329,199 329,199 329,199 329,199 329,199 329,199 329,199 329,199 329,199

荷役機械 184,969 185,000 185,000 185,000 185,000 111,000 37,000 0 0 0

埠頭用地 2,090,350 2,150,176 2,175,173 2,174,127 2,214,949 2,256,897 2,256,897 2,256,897 2,256,897 2,256,897

計 3,361,090 3,421,110 3,446,107 3,445,061 3,485,883 3,453,831 3,379,831 3,342,831 3,342,831 3,342,831
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３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

≪上屋≫

≪貯木場≫

  ③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

などにより計画と大きな乖離がみられる場合は、見直しを検討します。

本計画は、毎年度進捗管理を行い、5年を基本として更新します。なお、経済情勢の変動

民 間 活 用
より一層の国際競争力強化への取組みについて、今後も港湾運営会社と連携していきま

す。

ものとしています。

荷役機械は、港湾運営会社に貸付けを行っており、同社の進める荷役機械の更新に合わせ、施設の撤去費

及び除却費を計上しています。

   維持補修費は、インフラ長寿命化計画に基づき、各事業に必要額を計上しています。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組みや今後検討予定の取組みの概要

経営戦略の事後検証、
改定等に関する事項

  ②　収支計画のうち財源についての説明

使用料収入は、新型コロナウイルス感染症の影響が懸念されるものの、利用転換や新たに整備する施設からの

収益も見込まれ、安定的に推移するものとしています。

企業債は、金城ふ頭用地造成事業及び飛島ふ頭南用地造成事業の整備スケジュールに合わせ、借入れを行う

完成自動車の取扱機能強化のため、金城ふ頭の1・2突間を埋め立て、保管施設用地を確保する金城ふ頭用地

造成事業を実施します。

コンテナの取扱機能強化のため、飛島ふ頭南コンテナターミナルの荷さばき地を拡充する飛島ふ頭南用地造成

使 用 料 消費税法が改正される場合には、使用料の改定を検討します。

事業を実施します。

　なお、舗装等の上物施設の整備については、港湾運営会社において実施します。

  その他、インフラ長寿命化計画に基づく護岸や舗装等の老朽化対策工事や、施設の利用転換等を行います。

建築物の地震対策スケジュールに基づく耐震改修工事や、インフラ長寿命化計画に基づく外壁や屋根等の老

朽化対策工事を行います。

上屋の耐震改修工事については、可能な限り上屋の利用に影響が出ないよう利用者と調整を図り、計画的に

実施します。

   インフラ長寿命化計画に基づき、貯木場施設の老朽化対策工事を行います。

≪埠頭用地≫

（１）投資・財政計画（収支計画）　：　 別紙のとおり

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

  ①　収支計画のうち投資についての説明

名古屋港における上屋、貯木場、荷役機械及び埠頭用地を提供する事業を行い、常に経済性を発揮するととも

に、名古屋港の港勢の発展を図り、もって公共の福祉の増進に寄与するように運営を行います。
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      （法適用企業・収益的収支）
投資・財政計画(収支計画)

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和3年度
予        算

１． (A) 3,646,671 3,658,402 3,457,559 3,517,595 3,542,592 3,541,546 3,582,368 3,550,316 3,476,316 3,439,316 3,439,315 3,439,315
(1) 3,549,488 3,561,798 3,361,090 3,421,110 3,446,107 3,445,061 3,485,883 3,453,831 3,379,831 3,342,831 3,342,831 3,342,831
(2) (B)
(3) 97,183 96,604 96,469 96,485 96,485 96,485 96,485 96,485 96,485 96,485 96,484 96,484

２． 132,286 135,580 134,423 129,697 122,329 115,435 109,221 88,803 77,198 73,242 64,431 60,381
(1)

(2) 131,699 132,094 131,699 129,342 121,974 115,080 108,866 88,448 76,847 72,894 64,089 60,045
(3) 587 3,486 2,724 355 355 355 355 355 351 348 342 336

(C) 3,778,957 3,793,982 3,591,982 3,647,292 3,664,921 3,656,981 3,691,589 3,639,119 3,553,514 3,512,558 3,503,746 3,499,696
１． 2,461,530 2,483,977 2,483,060 2,536,177 2,224,811 2,392,981 2,242,894 2,557,057 2,552,609 2,584,554 2,603,208 2,652,376
(1) 506,094 540,880 535,977 535,973 535,973 535,973 535,973 535,973 535,973 535,973 535,973 535,973

278,569 296,107 293,675 293,675 293,675 293,675 293,675 293,675 293,675 293,675 293,675 293,675

227,525 244,773 242,302 242,298 242,298 242,298 242,298 242,298 242,298 242,298 242,298 242,298
(2) 1,176,139 1,251,391 1,353,173 1,506,139 1,201,090 1,201,186 1,175,292 1,323,089 1,323,088 1,323,090 1,323,076 1,323,075

59,317 69,967 67,747 67,747 67,747 67,747 67,747 67,747 67,747 67,747 67,747 67,747
267,893 314,244 475,532 579,263 316,687 316,784 290,891 438,687 438,687 438,687 438,687 438,687

848,929 867,180 809,894 859,129 816,656 816,655 816,654 816,655 816,654 816,656 816,642 816,641
(3) 779,297 691,706 593,910 494,065 487,748 655,822 531,629 697,995 693,548 725,491 744,159 793,328

２． 41,839 37,104 38,219 75,786 82,901 83,509 84,089 81,108 81,591 93,113 109,634 121,904
(1) 41,832 37,085 38,201 75,768 82,883 83,491 84,071 81,090 81,573 93,095 109,616 121,886

(2) 7 19 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18
(D) 2,503,369 2,521,081 2,521,279 2,611,963 2,307,712 2,476,490 2,326,983 2,638,165 2,634,200 2,677,667 2,712,842 2,774,280
(E) 1,275,588 1,272,901 1,070,703 1,035,329 1,357,209 1,180,491 1,364,606 1,000,954 919,314 834,891 790,904 725,416
(F) 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18
(G) 536,830 515,919 365,721 107,666 10 10 10 669,291 637,393 514,113 10 10
(H) △ 536,830 △ 515,901 △ 365,703 △ 107,648 8 8 8 △ 669,273 △ 637,375 △ 514,095 8 8

738,758 757,000 705,000 927,681 1,357,217 1,180,499 1,364,614 331,681 281,939 320,796 790,912 725,424
(I) 2,329,105 1,948,078 1,158,078 1,380,759 1,810,976 1,634,475 1,819,089 786,770 737,709 777,505 1,248,417 1,183,841
(J) 7,405,301 6,825,946 5,733,773 4,296,810 4,606,786 4,906,541 4,565,282 3,516,981 2,518,376 2,186,893 2,321,716 2,780,357

279,253 295,859 455,423
(K) 1,507,449 2,351,510 2,064,955 475,603 479,274 470,424 488,517 467,026 485,017 520,947 558,854 609,697

281,055 311,330 331,671 412,655 416,326 407,476 425,569 404,078 422,069 457,999 495,906 546,749

1,163,908 1,976,961 1,670,336
( I )

(A)-(B)

(L) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(M) 3,646,671 3,658,402 3,457,559 3,517,595 3,542,592 3,541,546 3,582,368 3,550,316 3,476,316 3,439,316 3,439,315 3,439,315

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(N) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(O) ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(P) 3,894,545 3,646,671 3,658,402 3,457,559 3,517,595 3,542,592 3,541,546 3,582,368 3,550,316 3,476,316 3,439,316 3,439,315

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

― ― ― ― ― ―― ― ― ― ― ―

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

支 払 利 息
う ち 資 本 費 平 準 化 債 分
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

令和10年度 令和11年度 令和12年度令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度



       （法適用企業・資本的収支）
投資・財政計画(収支計画)

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和3年度
予        算

１． 722,000 923,000 2,200,000 600,000 300,000 300,000 100,000 300,000 900,000 1,200,000 1,000,000 800,000

２．

３．

４．

５．

６．

７． 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

８．

９． 20 20 20 20 20 20 100,020 200,020 200,020 200,020 200,020

(A) 722,000 923,030 2,200,030 600,030 300,030 300,030 100,030 400,030 1,100,030 1,400,030 1,200,030 1,000,030

(B)

(C) 722,000 923,030 2,200,030 600,030 300,030 300,030 100,030 400,030 1,100,030 1,400,030 1,200,030 1,000,030

１． 1,274,883 2,819,600 3,276,000 1,629,400 1,435,400 1,435,200 2,003,200 2,370,000 3,088,400 2,651,900 2,286,200 1,654,200

２． 431,346 281,055 311,330 331,671 412,655 416,326 407,476 425,569 404,078 422,069 457,999 495,906

３．

４．

５． 1,130 1,000,345 1,000,670

(D) 1,707,359 4,101,000 4,588,000 1,961,071 1,848,055 1,851,526 2,410,676 2,795,569 3,492,478 3,073,969 2,744,199 2,150,106

(E) 985,359 3,177,970 2,387,970 1,361,041 1,548,025 1,551,496 2,310,646 2,395,539 2,392,448 1,673,939 1,544,169 1,150,076

１． 480,343 1,273,316 2,007,970 258,041 308,025 156,496 771,646 1,000,539 747,448 1,101,939 1,055,169 680,076

２． 431,346 1,708,654 757,000 1,105,000 1,265,000 1,357,000 1,180,000 1,364,000 331,000 281,000 320,000

３．

４． 73,670 196,000 380,000 346,000 135,000 130,000 182,000 215,000 281,000 241,000 208,000 150,000

(F) 985,359 3,177,970 2,387,970 1,361,041 1,548,025 1,551,496 2,310,646 2,395,539 2,392,448 1,673,939 1,544,169 1,150,076

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 3,960,672 4,602,617 6,491,287 6,759,616 6,646,961 6,530,635 6,223,159 6,097,590 6,593,512 7,371,443 7,913,444 8,217,538

○他会計繰入金

年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和3年度
予        算

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

令和10年度 令和11年度 令和12年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和4年度 令和5年度 令和6年度

令和9年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

収

支

計

(A)のうち翌年度へ繰り越
される支出の財源充当額

令和12年度

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和10年度 令和11年度

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他会計長期借入返還金

資

本

的

収

入

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

令和7年度 令和8年度 令和9年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

純 計 (A)-(B)


